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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第33期

中間連結会計期間
第34期

中間連結会計期間
第33期

会計期間
自2023年２月１日
至2023年７月31日

自2024年２月１日
至2024年７月31日

自2023年２月１日
至2024年１月31日

売上高 （千円） 1,822,870 2,070,915 3,675,891

経常利益 （千円） 21,761 64,642 58,786

親会社株主に帰属する中間（当期）

純利益
（千円） 1,222 24,299 5,943

中間包括利益又は包括利益 （千円） 3,460 20,121 △10,222

純資産額 （千円） 886,905 898,508 873,559

総資産額 （千円） 2,598,289 2,673,543 2,437,249

１株当たり中間（当期）純利益金額 （円） 1.33 26.31 6.47

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益金額
（円） 1.27 25.28 6.19

自己資本比率 （％） 34.5 34.0 36.2

営業活動によるキャッシュ・フロー （千円） 70,396 98,734 138,836

投資活動によるキャッシュ・フロー （千円） △42,299 △103,784 135,779

財務活動によるキャッシュ・フロー （千円） △239,520 97,275 △416,558

現金及び現金同等物の中間期末（期

末）残高
（千円） 1,024,275 1,181,419 1,093,790

　（注）当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載しており

ません。

 

 

２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動については、以下のとおりであります。

　当中間連結会計において、株式取得により株式会社エフィシエントを連結子会社といたしました。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前連結会計年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1）財政状態の状況

（資産）

　当中間連結会計期間末における流動資産は1,710,126千円となり、前連結会計年度末に比べて185,667千円増加い

たしました。これは主に現金及び預金が87,628千円、売掛金及び契約資産が60,340千円増加したことによるもので

あります。固定資産は963,416千円となり、前連結会計年度末に比べて50,626千円増加いたしました。これは主に

無形固定資産合計が30,865千円増加したことによるものであります。

　この結果、総資産は2,673,543千円となり、前連結会計年度末に比べて236,293千円増加いたしました。

（負債）

　当中間連結会計期間末における流動負債は808,585千円となり、前連結会計年度末に比べて23,086千円増加いた

しました。これは主に契約負債が21,658千円増加したことによるものであります。固定負債は966,450千円とな

り、前連結会計年度末に比べて188,259千円増加いたしました。これは主に長期借入金が182,907千円増加したこと

によるものであります。

　この結果、負債合計は1,775,035千円となり、前連結会計年度末に比べて211,345千円増加いたしました。

（純資産）

　当中間連結会計期間末における純資産合計は898,508千円となり、前連結会計年度末に比べて24,948千円増加い

たしました。これは主に親会社株主に帰属する中間純利益24,299千円の計上によるものであります。

 

(2）経営成績の状況

　当中間連結会計期間におけるわが国経済は、インバウンド需要が回復する一方で、世界的な物価上昇と金利引き

上げ、急激な円安の進行など、先行き不透明な状況が続いております。

　国内の雇用情勢においては、厚生労働省発表の「一般職業紹介状況（令和６年７月分）について」によると、有

効求人倍率は前月から0.01ポイント上昇し1.24倍となり、依然として高い水準を維持しております。また、新卒採

用領域においては、リクルートワークス研究所発表の2025年卒の大卒求人倍率が前年比0.04ポイント上昇して1.75

倍となりました。特に、従 業員規模300名未満の企業で0.31ポイント、300～999名の企業で0.46ポイントと大きく

上昇しました。

　このような状況の中、当中間連結会計期間における当社グループでは、新卒事業においては、大学の就職課と提

携して大学４年生の就職活動支援を行う「新卒カレッジ®」に加え、子会社の株式会社キャンパスサポートととも

に大学生協事業連合との連携を強化し、大学４年生の就職活動支援をさらに強化してまいりました。

　中心サービスである教育融合型人材紹介サービス「就職カレッジ®」においては、売手市場化が進む中で求職者

確保のためのマーケティングの施策強化に努め、当中間連結会計期間は前年同期を上回る集客状況となりました。

　教育研修サービスにおいては、一部地域を除く日本国内での独占的フランチャイズ権を持つデール・カーネギー

の研修プログラムの拡販に力を入れ、当中間連結会計期間は過去最高の研修受注額となりました。

　この結果、当中間連結会計期間の経営成績は、売上高2,070,915千円（前年同期比13.6％増）、営業利益66,580

千円（前年同期比196.6％増）、経常利益64,642千円（前年同期比197.1％増）、親会社株主に帰属する中間純利益

24,299千円（前年同期比1,887.9％増）となりました。なお、重要な経営指標として位置付けるEBITDAは140,117千

円（前年同期比45.1％増）となりました。

（※）EBITDA＝税金等調整前四半期（当期）純利益＋特別損益＋支払利息＋減価償却費＋のれん償却費

 

　当社グループは「カレッジ事業」の単一セグメントでありますが、事業別の売上高は次のとおりであります。

 

EDINET提出書類

株式会社ジェイック(E35187)

半期報告書

 3/23



　①カレッジ事業

　カレッジ事業は当社の若手育成のノウハウを活用して、主に20代の未就業者や学生に対して研修を実施した後

に中堅中小企業を中心とした企業にご紹介するという「教育融合型」の人材紹介サービス「就職カレッジ®」を

行っております。中退者専用コースなど、対象者別にコースを分けてサービスを提供しております。

　中間連結会計期間においては、売上高は851,204千円（前年同期比3.4％増）となり、連結売上高に占めるカ

レッジ事業の構成比は41.1％となっております。

 

②新卒事業

　新卒事業は、大学の就職課と提携して主に大学４年生に対して、研修を実施した後に中堅中小企業を中心とし

た企業にご紹介する「新卒カレッジ®」に加えて、適性診断を組み込むことで、企業が採用したい人物像と学生

の適性の適合度を基にして求人紹介を行う就活サイト「Future Finder®」、子会社の株式会社キャンパスサポー

トを通じて、主に大学３年生を対象とした合同企業説明会を提供しており、就職活動の時期に応じて複数の支援

サービスラインナップを揃えております。

　当中間連結会計期間においては、売上高は772,827千円（前年同期比25.0％増）となり、連結売上高に占める

新卒事業の構成比率は37.3％となっております。

 

③教育研修事業その他

　教育研修事業は中堅中小企業を中心としつつ、一部大手企業を対象に全世界で4,000万部のベストセラーであ

る「７つの習慣®」や目標達成のメソッドである「原田メソッド®」、ベストセラーであるデール・カーネギーの

『人を動かす』を基にしたリーダーシップ＆コミュニケーション研修をはじめとしたパッケージ研修、若手層を

中心に様々な階層向けの研修を、講師を企業に派遣するインハウス型、お一人からでもご参加いただけるオープ

ンセミナー型で提供しております。

　また、ご採用いただいた求職者の上司や次期リーダー層を対象に、１年間の定期的な研修機会を提供して次世

代リーダーを育成する「リーダーカレッジ」、主に入社３年目までの若手社員を対象に、半年間の定期的な研修

機会を提供して定着と活躍を支援する「エースカレッジ」を提供しております。

　その他の事業としては、適性診断の販売に加えて、子会社の株式会社Kakedasを通じて、キャリア相談のプ

ラットフォームサービスを提供しております。

　当中間連結会計期間においては、売上高は446,883千円（前年同期比17.2％増）となり、連結売上高に占める

教育研修事業その他の構成比は21.6％となっております。

 

(3）キャッシュ・フローの状況

　当中間連結会計期間末の現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末に比べて87,628千円増加の

1,181,419千円となりました。各活動におけるキャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当中間連結会計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは、98,734千円の収入（前年同期は70,396千円の収

入）となりました。主な要因といたしましては、税金等調整前中間純利益の計上65,997千円、減価償却費の計上

40,612千円によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当中間連結会計期間の投資活動によるキャッシュ・フローは、103,784千円の支出（前年同期は42,299千円の支

出）となりました。主な要因といたしましては、連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出55,271千

円、有形固定資産の取得による支出24,278千円によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当中間連結会計期間の財務活動によるキャッシュ・フローは、97,275千円の収入（前年同期は239,520千円の支

出）となりました。主な要因といたしましては、長期借入れによる収入215,604千円、長期借入金返済による支

出113,731千円によるものであります。

 

(4）経営方針・経営戦略等

　当中間連結会計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありませ

ん。
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(5）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更

はありません。

 

(6）研究開発活動

　該当事項はありません。

 

(7）経営成績に重要な影響を与える要因

　当中間連結会計期間において、当社グループの経営成績に重要な影響を与える新たな要因は発生しておりませ

ん。

 

(8）資本の財源及び資金の流動性についての分析

　当社グループの運転資金需要の主なものは、当社グループのカレッジ事業に係る人件費、販売促進費等の販売費

及び一般管理費に加え、広告仕入・制作によるものであります。

　長期性の資金需要の主なものは、拠点開設に係る有形固定資産、特許使用権に係る無形固定資産への投資、シス

テム投及び更なる成長に向けたM&Aを含む成長投資があります。

　これらの資金需要に対して安定的な資金供給を行うための財源については、自己資金並びに金融機関からの借入

金による調達資金により充当いたします。

　資金の流動性については、取引銀行４行と６億9,000万円の当座貸越及び貸出コミットメント契約を締結し、機

動的かつ安定的な調達手段を確保しております。

 

 

３【経営上の重要な契約等】

（子会社株式の追加取得）

当社は、2024年７月31日開催の取締役会において、連結子会社である株式会社Kakeadsの株式を追加取得し、完全

子会社とすることを決議し、同日付で株式譲渡契約書を締結し、2024年８月１日に株式を追加取得いたしました。

詳細は、「第４　経理の状況　１　中間連結財務諸表　注記事項（重要な後発事象）」に記載のとおりでありま

す。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 3,000,000

計 3,000,000

 

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行
数（株）
（2024年７月31日）

提出日現在発行数（株）
（2024年９月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 931,500 931,500
東京証券取引所

グロース

単元株式数

100株

計 931,500 931,500 － －

　（注）　「提出日現在発行数」欄には、2024年９月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権行使により発行さ

れた株式数は含まれておりません。

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

（株）

発行済株式
総数残高

（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高（千円）

2024年５月１日～

2024年７月31日
－ 931,500 － 262,050 － 227,368
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（５）【大株主の状況】

  2024年７月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

株式会社エンスー
東京都千代田区神田神保町１丁目１０

１ 神保町１０１ビル６階
499 54.04

佐藤　剛志 東京都港区 114 12.40

NOMURA INTERNATIONAL PLC A/C

JAPAN FLOW（常任代理人　野村證券

株式会社）

1 ANGEL LANE, LONDON, EC4R 3AB,

UNITED KINGDUM（東京都中央区日本橋１

丁目１３－１）

29 3.16

山本　太 東京都江戸川区 22 2.40

ジェイック従業員持株会
東京都千代田区神田神保町１丁目１０

１ 神保町１０１ビル７階
19 2.14

ポート株式会社
東京都新宿区北新宿２丁目２１ー１

新宿フロントタワー５階
16 1.80

知見寺　直樹 神奈川県茅ケ崎市 12 1.35

ファイブアイズ・ネットワークス株

式会社

東京都渋谷区円山町５－４

フィールＡ渋谷１４０２号
10 1.08

近藤　浩充 東京都品川区 9 1.03

モルガン・スタンレーMUFG証券株式

会社

東京都千代田区大手町１丁目９番７号

大手町フィナンシャルシテイサウスタ

ワー

8 0.93

計 － 741 80.34
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2024年７月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 8,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 922,800 9,228 －

単元未満株式 普通株式 700 － －

発行済株式総数  931,500 － －

総株主の議決権  － 9,228 －

（注）　「単元未満株式」の株式数の欄には、当社所有の自己株式65株が含まれております。

 

②【自己株式等】

    2024年７月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社ジェイック

東京都千代田区神田神保町

一丁目１０１番　神保町１

０１ビル７階

8,000 － 8,000 0.86

計 － 8,000 － 8,000 0.86

（注）2024年１月16日開催の取締役会決議に基づき、第三者割当による自己株式の処分を2024年２月１日に行い

ました。この処分により、自己株式は4,000株減少いたしました。

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について

　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」）に基づいて作成しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2024年２月１日から2024年７月

31日まで）に係る中間連結財務諸表について、ＵＨＹ東京監査法人による期中レビューを受けております。

　なお、当社の監査法人は次のとおり交代しております。

第33期連結会計年度　ＥＹ新日本有限責任監査法人

第34期中間連結会計期間　ＵＨＹ東京監査法人
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１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2024年１月31日)

当中間連結会計期間
(2024年７月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,093,790 1,181,419

売掛金及び契約資産 352,644 412,985

その他 78,023 115,721

流動資産合計 1,524,458 1,710,126

固定資産   

有形固定資産   

建物 128,340 148,173

減価償却累計額 △51,354 △60,843

建物（純額） 76,985 87,330

工具、器具及び備品 60,984 70,535

減価償却累計額 △51,387 △56,303

工具、器具及び備品（純額） 9,597 14,231

有形固定資産合計 86,583 101,562

無形固定資産   

ソフトウエア 93,049 80,521

特許使用権 119,781 104,522

のれん 366,392 400,575

その他 76 24,546

無形固定資産合計 579,300 610,166

投資その他の資産   

投資有価証券 7,559 27,033

敷金及び保証金 77,474 69,504

繰延税金資産 67,949 56,251

その他 93,924 98,899

投資その他の資産合計 246,907 251,688

固定資産合計 912,790 963,416

資産合計 2,437,249 2,673,543
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2024年１月31日)

当中間連結会計期間
(2024年７月31日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 43,640 45,702

未払金 211,309 226,759

未払費用 93,148 83,362

契約負債 91,592 113,250

１年内返済予定の長期借入金 216,442 144,029

未払法人税等 10,695 39,891

返金負債 28,154 37,541

賞与引当金 45,074 55,286

その他 45,440 62,761

流動負債合計 785,498 808,585

固定負債   

長期借入金 705,350 888,257

退職給付に係る負債 28,296 30,234

役員退職慰労引当金 20,000 20,000

その他 24,544 27,958

固定負債合計 778,190 966,450

負債合計 1,563,689 1,775,035

純資産の部   

株主資本   

資本金 262,050 262,050

資本剰余金 324,937 330,101

利益剰余金 314,560 334,263

自己株式 △12,743 △8,483

株主資本合計 888,805 917,931

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 433 837

為替換算調整勘定 △6,539 △10,132

その他の包括利益累計額合計 △6,106 △9,295

新株予約権 203 203

非支配株主持分 △9,342 △10,331

純資産合計 873,559 898,508

負債純資産合計 2,437,249 2,673,543
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（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

【中間連結会計期間】

 

  （単位：千円）

 
 前中間連結会計期間
(自　2023年２月１日
　至　2023年７月31日)

 当中間連結会計期間
(自　2024年２月１日
　至　2024年７月31日)

売上高 1,822,870 2,070,915

売上原価 153,784 293,221

売上総利益 1,669,085 1,777,693

販売費及び一般管理費 ※１ 1,646,637 ※１ 1,711,113

営業利益 22,447 66,580

営業外収益   

受取利息 47 4

受取配当金 5 15

為替差益 1,265 1,654

補助金収入 2,368 －

その他 467 686

営業外収益合計 4,155 2,361

営業外費用   

支払利息 4,836 4,257

その他 5 41

営業外費用合計 4,842 4,298

経常利益 21,761 64,642

特別利益   

投資有価証券売却益 － ※２ 1,400

新株予約権戻入益 0 －

特別利益合計 0 1,400

特別損失   

固定資産除却損 19 45

特別損失合計 19 45

税金等調整前中間純利益 21,742 65,997

法人税等 20,420 41,697

中間純利益 1,322 24,299

非支配株主に帰属する中間純利益 100 －

親会社株主に帰属する中間純利益 1,222 24,299
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【中間連結包括利益計算書】

【中間連結会計期間】

  （単位：千円）

 
 前中間連結会計期間
(自　2023年２月１日
　至　2023年７月31日)

 当中間連結会計期間
(自　2024年２月１日
　至　2024年７月31日)

中間純利益 1,322 24,299

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 3,840 403

為替換算調整勘定 △1,702 △4,582

その他の包括利益合計 2,137 △4,178

中間包括利益 3,460 20,121

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 3,796 21,110

非支配株主に係る中間包括利益 △335 △989
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
 前中間連結会計期間
(自　2023年２月１日
　至　2023年７月31日)

 当中間連結会計期間
(自　2024年２月１日
　至　2024年７月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益 21,742 65,997

減価償却費 43,596 40,612

のれん償却額 29,106 32,186

賞与引当金の増減額（△は減少） △6,507 10,211

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 1,429 1,938

返金負債の増減額（△は減少） △17,887 9,386

受取利息及び受取配当金 △53 △19

支払利息 4,836 4,257

補助金収入 △2,368 －

投資有価証券評価損益（△は益） － △1,400

固定資産除売却損益（△は益） 19 45

売上債権及び契約資産の増減額（△は増加） 68,633 △56,928

仕入債務の増減額（△は減少） △16,452 713

未払金の増減額（△は減少） △24,977 3,569

契約負債の増減額（△は減少） △22,073 21,658

その他 17,388 △22,157

小計 96,431 110,069

利息及び配当金の受取額 53 19

利息の支払額 △4,836 △4,236

補助金の受取額 2,368 －

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △23,620 △7,119

営業活動によるキャッシュ・フロー 70,396 98,734

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 － △24,278

無形固定資産の取得による支出 △15,480 △15,590

投資有価証券の取得による支出 △18,000 △20,000

投資有価証券の売却による収入 － 2,400

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

支出
－ ※２ △55,271

子会社株式の条件付取得対価の支払額 △5,000 －

差入保証金の回収による収入 － 11,696

その他 △3,819 △2,740

投資活動によるキャッシュ・フロー △42,299 △103,784

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 － 45,000

短期借入金の返済による支出 － △45,000

長期借入れによる収入 － 215,604

長期借入金の返済による支出 △198,066 △113,731

配当金の支払額 △43,077 △4,597

新株予約権の行使による株式の発行による収入 1,622 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △239,520 97,275

現金及び現金同等物に係る換算差額 △2,018 △4,596

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △213,443 87,628

現金及び現金同等物の期首残高 1,237,719 1,093,790

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※１ 1,024,275 ※１ 1,181,419
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

株式会社エフィシエントを株式取得により子会社化したため、当中間連結会計期間から連結の範囲に含めており

ます。

 

 

（中間連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当中間連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後

の実効税率を合理的に見積り、税引前中間純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効

税率を使用する方法によっております。

 

 

（中間連結貸借対照表関係）

貸出コミットメントについて

　当社は、運転資金の効率かつ安定的な調達を行うため、取引銀行４行と当座貸越及び貸出コミットメントライ

ン契約を締結しております。この当座貸越及び貸出コミットメントライン契約に基づく借入未実行残高は次のと

おりであります。

 
　前連結会計年度
（2024年１月31日）

　当中間連結会計期間
（2024年７月31日）

当座貸越極度額及びコミットメントラインの総額 590,000千円 690,000千円

借入実行残高 － －

差引額 590,000 690,000

 

 

（中間連結損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前中間連結会計期間
（自　2023年２月１日

　　至　2023年７月31日）

　当中間連結会計期間
（自　2024年２月１日

　　至　2024年７月31日）

販売促進費 289,654千円 309,530千円

給与及び手当 555,607 617,537

 

※２　投資有価証券売却益の内容は次のとおりであります。

 
　前中間連結会計期間
（自　2023年２月１日

　　至　2023年７月31日）

　当中間連結会計期間
（自　2024年２月１日

　　至　2024年７月31日）

投資信託 －千円 1,400千円

 

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のと

おりであります。

 
前中間連結会計期間

（自 2023年２月１日
至 2023年７月31日）

当中間連結会計期間
（自 2024年２月１日
至 2024年７月31日）

現金及び預金 1,024,275千円 1,181,419千円

現金及び現金同等物 1,024,275 1,181,419
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※２　株式の取得により新たに連結子会社となった会社の資産及び負債の主な内訳

前中間連結会計期間（自　2023年２月１日　至　2023年７月31日）

該当事項はありません。

 

当中間連結会計期間（自　2024年２月１日　至　2024年７月31日）

株式の取得により、新たに株式会社エフィシエントを連結したことに伴う連結開始時の資産及び負債の主な

内訳並びに株式の取得価額と取得のための支出（純額）との関係は次のとおりであります。

 

流動資産 8,696千円

固定資産 904

のれん 66,369

流動負債 △4,820

固定負債 △1,150

株式の取得価額 70,000

自己株式 △9,424

現金及び現金同等物 △5,304

差引：取得のための支出 55,271

 

なお、当該取引によって自己株式が4,260千円減少し、資本剰余金が5,164千円増加しております。

 

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2023年２月１日　至　2023年７月31日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)

1株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

2023年４月27日

定時株主総会
普通株式 43,077 47 2023年１月31日 2023年４月28日 利益剰余金

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となる

もの

　　該当事項はありません。

 

３．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2024年２月１日　至　2024年７月31日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)

1株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

2024年４月26日

定時株主総会
普通株式 4,597 5 2024年１月31日 2024年４月30日 利益剰余金

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となる

もの

　　該当事項はありません。

 

３．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当社グループは、「カレッジ事業」の単一セグメントであるため記載を省略しております。

 

 

（企業結合等関係）

（取得による企業結合）

１．企業結合の概要

 ① 被取得企業の名称及びその事業の内容

　　被取得企業の名称：株式会社エフィシエント

　　事業の内容　　　：システム開発事業

 ② 企業結合を行った理由

　　株式会社エフィシエントは、「先端技術で様々なことを効率的にしていきたい」という理念の下、AI解析技

術やビッグデータ活用による自社プロダクト開発、IoTやAIの技術を使った受託システム開発、及びSES事業を

行っており、これまでAI面接練習アプリ「steach」やChatGPTを活用してAIが自己PRや志望動機の文章を作成

するサービス「就活AI」を共同開発してまいりました。

　　「steach」や「就活 AI」の集客チャネルとしての活用、AIの活用によるサービス品質と生産性の向上、IT

エンジニア領域の就職・採用支援サービスの強化等、労働集約的なビジネスモデルが中心である当社グループ

においてDXを推進し、収益性向上や業務効率化を図ることを目的として、子会社化いたしました。

 ③ 企業結合日

　　2024年２月１日

 ④ 企業結合の法的形式

　　現金及び第三者割当による自己株式を対価とする株式取得

 ⑤ 結合後企業の名称

　　名称に変更はありません。

 ⑥ 取得した議決権比率

　　100％

 ⑦ 取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が、現金及び第三者割当による自己株式を対価として株式会社エフィシエントの株式を取得したことに

よるものです。

 

２．中間連結累計期間に係る中間連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

　2024年２月１日から2024年７月31日まで

 

３．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価　　現金  60,576千円

　　　　　　　自己株式  9,424千円

取得原価  70,000千円

 

４．交付した株式数

　4,000株

 

５．主要な取得関連費用の内容及び金額

　デューデリジェンス費用等　　3,350千円

 

６．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

 ① 発生したのれんの金額

　　取得原価が企業結合時の時価純資産を上回ったため、のれんが66,369千円発生しております。なお、発生し

たのれんの金額は、取得原価の配分が完了していないため、入手可能な合理的情報に基づき、暫定的に算出さ

れた金額であります。

 ② 発生原因

　　主として、今後の事業展開によって期待される超過収益力であります。

 ③ 償却方法及び償却期間

　　10年間にわたる均等償却

 

７．企業結合契約に定められた条件付取得対価の内容及び今後の会計処理方針
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 ① 条件付取得対価の内容

　　取得の対価には、条件付対価を含めておりません。条件が成立した場合、最大30,000千円の条件付取得対価

（アーンアウト対価）が発生する契約であり、現時点では確定しておりません

 ② 今後の会計処理方針

　　取得対価の変動が生じた場合には、取得時に発生したものとみなして取得原価を修正し、のれんの金額及び

のれんの償却額を修正することとしております。

 

 

（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報は以下の通りであります。

前中間連結会計期間（自　2023年２月１日　至　2023年７月31日）

(単位：千円)

カレッジ事業 823,585

新卒事業 618,112

教育研修事業その他 381,172

顧客との契約から生じる収益 1,822,870

外部顧客への売上高 1,822,870

（注）連結グループ会社間の内部取引控除後の金額を表示しております。

 

当中間連結会計期間（自　2024年２月１日　至　2024年７月31日）

(単位：千円)

カレッジ事業 851,204

新卒事業 772,827

教育研修事業その他 446,883

顧客との契約から生じる収益 2,070,915

外部顧客への売上高 2,070,915

（注）連結グループ会社間の内部取引控除後の金額を表示しております。
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（１株当たり情報）

１株当たり中間純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額及び算定上の基礎は、

以下のとおりであります。

 
前中間連結会計期間

（自　2023年２月１日
至　2023年７月31日）

当中間連結会計期間
（自　2024年２月１日
至　2024年７月31日）

（１）１株当たり中間純利益金額 1円33銭 26円31銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益金額(千円) 1,222 24,299

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純利益金
額(千円)

1,222 24,299

普通株式の期中平均株式数（株） 917,622  

（２）潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額 1円27銭 25円28銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） 43,110 37,955

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前連

結会計年度末から重要な変動があったものの概要

－ －
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（重要な後発事象）

（子会社株式の追加取得）

　当社は、2024年７月31日開催の取締役会において、連結子会社である株式会社Kakeadsの株式を追加取得し、完

全子会社とすることを決議し、株式譲渡契約書を締結しました。

 

　１．企業結合の概要

　 ① 被取得企業の名称及びその事業の内容

　   被取得企業の名称：株式会社Kakedas

     事業の内容　　　：法人向けキャリアカウンセリングプラットフォームの運営

  ② 企業結合を行った主な理由

日本最大級のキャリア面談プラットフォーム「Kakedas（カケダス）」に登録する2,616名（2024年２月21日

時点）の国家資格キャリアコンサルタントをリソースとして、学校法人が抱えるキャリア課題の解決をサポー

トする「Kakedas for Student」、国家資格キャリアコンサルタントに仕事が依頼できるアウトソーシングプ

ラットフォーム「Kakedas Works」の展開や、グループ内での事業連携も進みつつあり、当社グループ内の一

層の連携強化や意思決定の迅速化を通じて、当社グループの企業価値向上を図るため。

③ 企業結合日

  2024年８月１日

④ 企業結合の法的形式

  非支配株主からの株式取得

⑤ 結合後企業の名称

  名称に変更はありません

⑥ その他取引の概要に関する事項

  追加取得した株式の議決権比率は20％であり、当該取引により株式会社Kakedasを当社の完全子会社といた

しました。

 

　２．実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　2019年1月16日）及び「企業結合会計基準及び事業

分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　2019年1月16日）に基づき、共通支配下

の取引等のうち、非支配株主との取引として処理しております。

 

　３．子会社株式を追加取得した場合に掲げる事項

被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価　現金及び預金　　　　49,989千円

取得原価　　　　　　　　　　　　49,989千円

 

　４．非支配株主との取引に係る当社の持分変動に関する事項

　 ① 資本剰余金の主な変動要因

子会社株式の追加取得

　 ② 非支配株主との取引によって減少した資本剰余金の金額

　　　49,989千円

 

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の中間連結財務諸表に対

する期中レビュー報告書
 

 

2024年９月13日

株式会社ジェイック

取締役会　御中

 

ＵＨＹ東京監査法人

東京都品川区

 
 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 谷田　修一

     
 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 石原　慶幸

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ジェ

イックの2024年２月１日から2025年１月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2024年２月１日から2024年７月31

日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中

間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ
る企業会計の基準に準拠して、株式会社ジェイック及び連結子会社の2024年７月31日現在の財政状態並びに同日をもって
終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての
重要な点において認められなかった。
 

監査人の結論の根拠
　監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期中
レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載されて
いる。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監
査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断して
いる。
 
その他の事項

　会社の2024年１月31日をもって終了した前連結会計年度の第2四半期連結会計期間及び第2四半期連結累計期間に係る四

半期連結財務諸表並びに前連結会計年度の連結財務諸表は、それぞれ、前任監査人によって四半期レビュー及び監査が実

施されている。前任監査人は、当該四半期連結財務諸表に対して2023年9月14日付けで無限定の結論を表明しており、ま

た、当該連結財務諸表に対して2024年４月26日付けで無限定適正意見を表明している。
 

中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し適
正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示す
るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で
あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を
開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
 

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財
務諸表に対する結論を表明することにある。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、
職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手
　続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年
　度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め
　られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認
　められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。
　また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務諸表の
　注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間
　連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報
　告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能
　性がある。
・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい
　ないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成及
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　び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められな
　いかどうかを評価する。
・　中間連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人
　は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の結
　論に対して責任を負う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見
事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並
びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合
又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。
 

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以　　上

 

 

（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管しております。

　　　２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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